


































































































2008  17  32  8
2009  26  10  0
2010  12  16  0
2011  22  10  2
2012  20  24  5
2013  18  28  2
2014  10  11  0
2015   9  18  1
2016  11  26  6
2017  10  15  5





























































































































会社 課徴金額（21） 事件数 代表者交代の有無と理由
審判請求又は取消
訴訟提起の有無（22）
① 131億107万円 ４ 交代なし なし
②  96億713万円 ５ 非上場 なし
③  79億6532万円 １ 交代あり・理由（１）Ｅ 審判請求
④  72億6170万円 １ 非上場 なし
⑤  72億3107万円 １ 交代なし 審判請求
⑥  67億6272万円 ４ 交代なし なし
⑦  63億4076万円 ３ 非上場 なし
⑧  56億9839万円 ４ 交代なし なし
⑨  56億2541万円 １ 交代なし 審判請求
⑩  54億9075万円 ３ 交代なし 審判請求
⑪  51億4456万円 １ 交代なし 審判請求
⑫  48億2216万円 １ 非上場 審判請求
⑬  48億円 １ 交代なし 取消訴訟提起
⑭  46億602万円 ４ 交代なし 審判請求
⑮  44億1164万円 ４ 交代なし 審判請求
（19）　関連する複数の事件について、同じ措置年月日に行政処分が行われる場合は、新
聞発表文において、課徴金額を事業者別に合算した額も掲載される。
（20）　同じ会社が複数回の行政処分の対象である場合を含む延べ数である。
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15社のうち、上場会社は10社であるところ、代表者の交代があった会
社は１社のみである。上記（１）や（２）とは数え方が異なるが、代表者
が交代となる率はかえって低く、違反行為の規模が大きいからといって代
表者交代が行われやすいとは言えないようである。しかも、交代のあった
１社の退任後の役職は代表取締役会長であり、違反行為の責任追及の結果
と見ることはできない。
ただし、課徴金額が大きい場合は、違反行為の存否を争う動機も大きく
なる。
これらの会社について、行政処分に対し、審判請求ないし取消訴訟提起
が行われているかを見たところ、表４の右欄のとおり、上場会社では11
社中８社が審判請求又は取消訴訟提起をしており、代表者の交代があった
１社も争っている。８社の会社の中には、違反行為の存否を争わず、課徴
金の算定のみを争点とする会社もあり、違反行為を認めないから責任追及
も行わないとまでは言い切れない。
（４）違反行為の悪性から見た代表者交代の有無
次に、違反行為の悪性の別ではどうであろうか。行為類型による区分も
考えられるが、カルテルや入札談合のうち悪質・重大な事件について告発
が行われる（23）ので、刑事訴追の有無により見ることとする。刑事訴追は、
社会的に非難され、報道の取扱いも大きく、スティグマ効果が大きいと言
われる。
表１の155事件のうち刑事告発事件は４件であり、対応する行政処分を受
けた上場会社について、代表者交代の有無を見ると、次のとおりである。
（21）　罰金刑を受けたことによる調整を含まない。
（22）　民事訴訟又は刑事訴訟ではなく、公正取引委員会の行政処分を争ったかどうかで
ある。
（23）　独占禁止法違反に対する刑事告発及び犯則事件の調査に関する公正取引委員会の
方針（平成21年10月23日改正）
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表５　刑事告発対象会社の代表者の交代の有無と交代理由
告発事件及び対象会社（24） 代表者交代の有無と理由
告発１－ア 非上場
告発１－イ 交代なし
告発１－ウ 交代なし
告発２－エ 交代なし
告発２－オ 交代なし
告発２－カ 交代なし
告発３－キ 交代なし
告発３－ク 交代なし
告発３－ケ 非上場
告発３－コ 非上場
告発３－サ 交代なし
告発３－シ 非上場
告発３－ス 交代なし
告発３－セ 交代なし
告発４－ソ 交代なし
告発４－タ 交代なし
告発４－チ 退任・理由（１）Ｏ
告発４－ツ 非上場
告発４－テ 交代なし
告発４－ト 退任・理由（１）Ｐ
告発４－ナ 非上場
告発４－ニ 退任・理由（１）Ｑ
告発４－ヌ 非上場
告発４－ネ 非上場
対象会社24社のうち上場会社は16社であり、そのうち代表者交代が
あったのは、いずれも４番目の告発事件における３社である。交代割合は
18.8％であり、（１）と（２）の中間の値である。ただし、代表者交代の
判断時点は、（１）～（３）と同様、行政処分後の１年間であるため、刑事
告発・起訴・有罪判決等の時期を基準とすると、交代の有無が異なる可能
性がある。
ニの会社は、告発後、行政処分までの間に、代表者が交代しており、そ
の理由は「本人からの申し出」である。行政処分の後にまた交代している
のが、表２のＱである。したがって、違反行為の責任追及の結果としての
（24）　事件の順序及び事件ごとの会社の順序は、行政処分の新聞発表文の順序とした。
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交代であった可能性がある。
４　考察
（１）独占禁止法違反行為者の代表者交代
３で見たように、10年間の行政処分155事件の対象事業者のうち、上場
会社は延べ190社、そのうち、処分後１年以内に代表者交代のあった会社
は29社で、15.3％であった（３（１）表１）。また、同じ事件で、違反行
為者として認定されながら行政処分対象でなかった上場会社は41社であ
り、そのうち１年以内に代表者交代のあった会社は14社で、34.1％であり
（３（２））、行政処分対象事業者より割合が大きい。
交代理由を見ると、行政処分の対象であって代表者が交代した延べ29
社のうち、独占禁止法違反ないし経営悪化等、経営トップとしての機能が
果たせていないことを挙げているのは、延べ５社（17.2％。190社を分母
とすると2.6％）に過ぎない（３（１）表２）。これらの会社では、交代後
の役職は、取締役から退任しているか、少なくとも代表権は有していな
い。しかし、29社のうち８社は代表取締役会長に、言わば昇任しており、
少なくともマイナスの評価はされていない。つまり、独占禁止法違反行為
による行政処分を受けたことが、経営トップとしての評価にマイナスと
なった会社よりもマイナスとならなかった会社の方が多いということであ
る。
行政処分の対象でなかった違反行為者で、代表者の交代のあった延べ
14社について、交代理由として同様の経営責任に言及されているのは、
延べ５社であり、行政処分対象会社より比率が高いが（35.7％）、延べ５
社のうち４社は同じ会社であり、しかも交代後の役職は代表取締役会長で
あって（３（２）表３）、必ずしも、違反行為を自認した事業者の方が経
営責任を重く受け止めているとは言い切れない。
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（２）代表者交代の有無を分ける要因
独占禁止法違反事業者における代表者の交代の有無を分ける要因を探ろ
うとして、課徴金額の大きい会社や刑事告発対象会社を取り出してみた
が、これらにおいて、より大きな割合で責任追及が行われているとは認め
られなかった（３（３）・（４））。
独占禁止法違反が起きたことの経営トップに対する評価は、違反行為が
会社の評判にどれくらいの悪影響があるかによって定まる面があると考え
られるところ、高額の課徴金という会社にとっての経済的不利益や刑事処
罰という悪質さのレッテルがあっても、経営責任の追及にすぐには結び付
かないようである。
もっとも、刑事訴追を受けた場合には、経営幹部の報酬返上など、会社
において他の措置が講じられることがあり（25）、それで経営責任追及済みと
されている可能性がある。つまり、独占禁止法違反が起きたことは、経営
者の首を取るほどの話ではないと位置づける会社が大部分であるというこ
とであろうか。
（３）他の企業不祥事との比較
独占禁止法違反行為の社会的評価を探るため、他の企業不祥事における
トップの辞任の有無について、試みに報道から調べてみると、検査不正事
案においては、３年間に、上場会社９社のうち５社において、代表者が交
代している（26）。３（２）で見たよりも高率である（55.6％）。しかも、交代
後の役職が代表取締役会長である会社は、一つもない。
交代率の算定方法が同じとは言えないが、独占禁止法違反行為よりも検
（25）　例えば、前田道路株式会社は、2016年３月24日、独占禁止法違反容疑により起訴
されたことを受け、取締役等10名が報酬の一部を自主返上すると発表した。
（26）　2015年４月から2018年３月までを対象期間として、日経テレコンで「検査　不正」
というキーワードで日経各紙を検索したところ731件の記事があり、そのうち、記事
タイトルに行為者として社名が挙げられた上場会社について、東洋経済「役員四季
報」により代表者交代の有無を確認した。
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査不正の方が社会的には厳しく評価されていると見ることは可能であろ
う。検査不正は、法令で定められた手続を守っていなかったということで
あって、直ちに不良品につながるとは限らず、競争制限行為の方がユー
ザー（消費者）の利益を直接的に害するものである。しかし、「やるべき
ことをやっていない」ことは具体的にわかりやすく、正当化事由も考えら
れないことがトップの責任追及につながりやすいのであろうか。
（４）独占禁止法コンプライアンスの意義
公正取引委員会のコンプライアンス実態調査（27）によると、調査対象企
業は、独占禁止法違反行為について、金銭的不利益（課徴金、損害賠償金
等）があるのみならず、当局による調査や民事手続へ対応するための事業
リソースの浪費や人材の喪失、企業イメージの悪化を挙げており、独占禁
止法コンプライアンスは戦略的リスク管理ツールとして位置付けるべきと
される。
３で見たように、独占禁止法違反行為が経営トップの責任追及につな
がっているのは、業績悪化を理由とするものを含めても３％以下と極めて
小さな割合でしかなく、戦略的リスク管理の重要性が必ずしも人事面に反
映されていないようである。上記調査に回答した、企業内の法務・コンプ
ライアンス担当者の感覚と、経営トップやその監督主体である取締役会、
ひいては株主の判断には乖離があることが窺われる。独占禁止法違反行為
の戦略的リスクについて、取締役会や株主が共通の認識を有していないと
すれば、コンプライアンスに必要なリソースが投入されないおそれがあ
り、そのこと自体が問題である。
５　終わりに
最近、独占禁止法違反のおそれのある行為があったことから、社長が引
（27）　注９参照。
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責辞任するという事例があった（28）。
疑いの段階での退任決定の是非についてはいろいろな意見があり得る
が、少なくとも独占禁止法違反リスクを重視する、このような会社が増え
てくれば、社会的評価も改まり、独占禁止法コンプライアンスの実も上が
ると考えられる。
今般、独占禁止法違反行為が経営者交代をもたらす割合はあまり多くな
いことがわかったが、それがどのような要因によるものか、社会的評価と
どのような関係があるのか、またそのことが実効あるコンプライアンスの
推進にどのような影響を及ぼしているかについては、まだ検討すべきこと
が多々あると考えられる。今後の課題としたい。
＜参考文献＞
本文及び脚注に記載。
 （東洋学園大学現代経営学部）
（28）　アルテリア・ネットワークス株式会社についての2019年４月16日付け日本経済新
聞電子版の記事
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